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○ 学校関係者評価委員 

氏  名 所  属 役  職 任  期 

貴志 泰則 株式会社 貴志商店 企業役員 
令和 4年 4月 1日～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

永木 ユミ子 ローズサマンサ 企業役員 
令和 4年 4月 1日～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

上原 大季 ドッグサロン アプリコット 卒業生 
令和 4年 4月 1日～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

鈴江 恵 あけぼの動物病院 卒業生 
令和 4年 4月 1日～ 

令和 7 年 3 月 31 日 

 

 

 

○ 学校関係者評価について 

1. 大阪ブレーメン動物専門学校自己評価報告書に基づき、教職員の意見聴取及び学

校施設等の視察を行う。  

 

2. 学校が設定した評価項目の達成及び取組み状況を点検する。  

 

3. 自己評価をもとに、その内容において分析・考察を行う。  

 

4. 今後の課題と改善策を示し、教育活動・学校運営の質向上に役立てる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○ 学校自己評価実施要項 

 

１、 学校自己評価確認事項 

 

（Ⅰ）教育理念・教育目標 

 

（Ⅱ）学校運営 

 

（Ⅲ）教育活動 

 

（Ⅳ）学修成果 

 

（Ⅴ）学生支援 

 

（Ⅵ）教育環境 

 

（Ⅶ）学生募集 

 

（Ⅷ）財務 

 

（Ⅸ）法令等の遵守 

 

 

２、 実施方法 

  

（Ⅰ）学校に学校自己評価委員会を設置し、教職員が連携して評価活動を行う。 

 

（Ⅱ）評価は、学校自己評価委員会が作成した評価表に基づいて行う。 

 

（Ⅲ）評価結果は、学校関係者評価委員会において評価項目の達成度についての点検を

行う。委員会での点検をもとに各事項についての分析・考察を行い、今後の課

題と改善策を示した報告書を纏め、ＨＰ等で公開し、教育活動・学校運営の質向上

をはかる。 

 

 

 

 



Ⅰ．教育理念・教育目標             (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 教育理念・教育目的は、学校の教育上の特徴を示しており、かつ、法との整合

性がある。 
○      

２ 教育理念・教育目的は、学生にとっての学修の指針となるように具体的に明示

され、実際の指針となっている 
○       

３ 教育理念・教育目的は、各専門職についての考え方を明示している。 ○      

４ 技術者としての質を確保するため、どのような教育内容・教育方法、教育環境

を整えようとしているかが述べられている 
○      

５ 各学科の教育・学生観について、教員の教育活動の指針となるように明示さ

れ、実際に指針となっている 
  ○     

６ 教育目標は、設定した教育内容を網羅している。かつ、卒業時の学生の到達度

が明示されている。 
○      

７ 教育目標は、設定意図が明確であり、教育活動の指針となっている。 ○      

８ 教育目標は、実現可能であり、学生や社会の人々が理解できるものである。 ○      

 

○ 分析・考察 

① この項目は、学校教育の根幹であり教育の一貫性や教育の妥当性が評価され、ひい

ては教職員の帰属意識（教育に関わる意識）を反映する。全体的な評価も高く大き

な問題は見当たらない。 

 

○ 課題・改善策 

① この項目は、評価が高く大きな課題はないが、学生、保護者の価値観は多様化してお

りコミュニケーションのあり方を柔軟にしていく必要性がある。社会の変化に応じて

教育理念や目標をどのように示し理解してもらえるかをアップデートしていくこと

が多様性社会に適合する教育機関のあり方だと考える。 

② 定期的な研修会等を通じて教職員全体の意思疎通をはかり、全員の理解を深めていく

ことを継続して行う必要がある。またグループ校との意思疎通を重視し、地域性を加

味した価値観を取り入れることで、様々な問題にも対処できる土壌を構築していく。 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ．学校運営                  (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 教育理念、教育目的、教育課程経営、教育評価および学校の管理運営に関す

る管理者の考え方が明示されている。 
 ○     

２ 教職員は、設置者と管理者の意志・指針を理解している。 ○      

３ 組織体制は、教育理念・教育目的を達成するために意思決定システムや権

限、役割機能が明確である。 
○      

４ 組織構成員の意志の反映や、決定事項を周知できるようにシステムを整えてい

る。 
 ○     

５ 組織の構成と教職員の任用の考え方と、教育理念・教育目標達成との整合性

がある。 
○      

６ 教職員は、学校がどのような財政基盤によって成り立っているかを理解してい

る。 
  ○     

７ それぞれの観点から財政についての教職員の意見を経営・管理過程に反映で

きるようになっている。 
 ○     

８ 教育・学習活動に関する関係者（保護者等）への情報提供を行うことによって、

その協力支援を得ている。 
 ○     

 

○ 分析・考察 

① 学校運営に関し、教職員が積極的な対話を増やし、相互理解を深めながら経営に主体

的に参加できるシステムの整備をさらに図っていかなければならない。 

 

○ 課題・改善策 

① 学生数の増加や事務処理業務が大きく増えまた複雑化している現状により業務負担

か大きくなっている。効率化を進めるにあたり各セッションの共有化、効率化を進め

るためにも総合管理システムの導入を検討する必要があると思われる。 

② 教育活動における情報発信はコミュケーションツールの多様化により改善している

が、システムの複雑化による業務量の増加と正確性の保証が今後懸念されることもあ

りより効率の良い方法を今後も模索していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ．教育活動                  (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 学校長ならびに教職員は、教育理念・教育目的の達成に向けて一貫した活動

を行っている 
○       

２ 学科の専門領域の内容について明確な考え方と根拠をもって教育課程を編成

している 
○       

３ 編成した科目は、各人材を育成するのに妥当であり、かつ学校の特徴をあらわ

している。 
○      

４ 学修の到達について明確な考え方と根拠をもって教育課程を編成している  ○   

５ 明確な考え方と根拠をもって科目・単元を編成している ○    

６ 教員が専門性を発揮できるように、教員の担当科目と時間数を配分している。 ○      

７ 科目評価の基準は、各技術者に必要な学修を認めるものとして妥当である。 ○      

８ 教員が授業準備のための時間をとれる体制を整えている。   ○    

９ 外部指導者と教員の協働体制を整え、定期的に打合せ会議を開催している。  ○     

１０教育課程の実践者である教員が自ら成長できるよう、自己研鑽システムを整え

ている。 
 ○     

 

○ 分析・考察 

① この領域では、教育課程の編成の一貫性、教育内容の整合性・妥当性、教育課程・学

修評価の妥当性、直接教育に関わる教員の研鑽保障、受益者（学生）の学力・権利保

障、実習体制等についての評価である。 

 

○ 課題・改善策 

① 基準に基づき適切に教育課程が作られており、教育活動も適切に行われている。 

② 現場で求められる人材は変化してきており、それに対応するカリキュラムを構築して

いくことを引続き行う必要がある。カリキュラム編成を構築するには教務関連の事務

作業負担が大きくなるとこから他の業務への影響が出ないよう、事務業務の効率化や

人員増による負担を減らす等の改善を進める努力をしていく。 

③ 学生が勉学に対する動機づけを行うにあたり必要な知識と技術がどのようなもので

あるかを明確にする仕組みの検討も行なっていくことが求められる 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ．学修成果                  (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 就職率の向上が図られている。  ○     

２ 資格取得率の向上が図られている  ○     

３ 退学率の低減が図られている ○     

４ 卒業生の就業先での評価を把握するために、就業先との情報交換や調査がで

きる体制を整えている。 
 ○   

５ 卒業生の活動状況を把握し、統計的に整理して、教育理念・教育目的・教育目

標、授業の展開に活用している。 
  ○     

 

○ 分析・考察 

① 学生が「この学校で学んで良かった」という思いをもてているか、また、社会に対し

て役立つ人材を保障しているかを量的側面のみならず質的にも検証しながら、教育課

程経営に活かせるよう取り組んでいかなければならない。 

 

○ 課題・改善策 

① 各カテゴリーにおいて学会や技術競技会等への参加で学生が成果を発表出来る

機会が増えつつあり、学生が成果や課題を感じステップアップ出来る環境になっ

てきている。 

② 資格・検定取得の成果を学校の強みとして認知されるよう、引続き情報提供に努

めながら進めてほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅴ．学生支援                  (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 進路・就職に関する支援体制は整備されているか。  ○     

２ 学生相談に関する体制は整備されている。 ○      

３ 学生に対する経済的な支援体制は整備されているか。 ○      

４ 学生の健康管理を担う組織体制はある。   ○     

５ 学生の生活環境への支援は行われている。  ○     

６ 保護者等と適切に連携している。   ○     

７ 卒業生への支援体制がある。  ○     

８ 高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が 

行われている。 
 ○     

 

○ 分析・考察 

① 学生の進路・就職支援については、就職相談室を設置し個別相談を行っている。

経済的な支援は授業料分納、学費減免制度の利用や奨学金の活用を則するなどの

対応に取り組んでいる。 

 

○ 課題・改善策 

① 求人数の拡大により就職支援のシステム化が進み動物業界以外の業種を含めて

学生の選択肢が増えている。ただし学生の希望外の業種も多く含まれているため、

より効率化したサポート体制を確立していくことが必要である。 

② 様々な意志決定において近年は学生個人だけではなく、家族等の価値観が大きく

影響することから定期的なコミュニケーションを取る機会を増やし、学校の学生

支援体制に関する情報提供を徹底していくことが必要である。 

③ 学生指導の改善が進んでいるが、経済的な支援やメンタルケアに配慮が必要なケ

ースが多くそれぞれの状況を把握した学生生活においてのサポートを行ってい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅵ．教育環境                  (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されている。  ○     

２ 学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制 

を整備している 
○       

３ 防災に対する体制は整備されている。 ○      

 

○ 分析・考察 

① 今年度、教育課程経営と区分し、管理体制として新たに加えた領域である。改善する

項目が明確になることで、早急に具体的に取り組める事項である。  

 

○ 課題・改善策 

① 新校舎建築後の教育研究設備の拡充計画を立案するなど学生の専門教育を支える実

習教材の整備、管理運営に更なる力を注いでいく。 

② 学生及び教職員の海外研修をさらに拡充し、国際的な価値観を養い広い視野を持った

人材育成につなげるよう尽力する。 

 

Ⅶ．学生募集                  (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 学生募集活動は、適正に行われている。 ○     

２ 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられている。  ○     

３ 学納金は妥当なものとなっている。 ○      

 

○ 分析・考察 

① 学生募集活動は、学校案内書（募集要項・パンフレット）やホームページの掲載

内容を決定した上で、学校説明会（オープンキャンパスや各ガイダンスを含む）な

どで、就職、資格取得、卒業生の活躍の実績を正確に情報提供が行われている。 

② 学納金は、各学科の教育内容、人件費、各経費を試算の上、保護者の負担感等に

も考慮されたものになっている 

 

○ 課題・改善策 

① 学生募集活動は引き続き順調に推移しており、募集定員の確保を達成した。今後

は方法発信のあり方をさらに多角的に推進し学生募集状況の改善に努める。 

 

 

 



Ⅷ．財務                    (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえる。 ○      

２ 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっている。 ○      

３ 財務情報公開の体制整備はできている。 ○      

 

○ 分析・考察 

① 全体として安定した財務状況になってきている。さらに安定した財政基盤を築い

ていく。会計処理は、学校法人会計基準及び経理規則等に基づき適切に行われて

おり、監事も適正に行われている。 

② 財務情報の公開については、閲覧できる体制が整備されており、ホームページへ

の掲載も行っている。 

 

○ 課題・改善策 

① 学生数の増加に伴う経費の増加や今後は法人事業税、消費税の増税に対処するため

一部収益事業の見直しを図っており、今後も計画的に経費の削減を進める必要があ

る。 

 

Ⅸ．法令等の遵守                (４)適切(３)ほぼ適切(２)やや不適切(１)不適切 

自己評価項目 4 3 2 1 

１ 法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされている。 ○      

２ 個人情報に関し、その保護のための対策がとられている。  ○     

３ 自己評価の実施と問題点の改善を行っている。 ○    

 

○ 分析・考察 

① 学校教育法や専修学校設置基準の改正等に沿って、学校運営の実態を確認して、教

職員、学生等にその趣旨の周知が図られている。個人情報保護に関する規則を定め、

かつ個人情報管理者を置くなど高い公共性を有する機関として適切な運営がなされ

ている。 

② 自己点検・自己評価については、法人が設置する学校に自己点検評価委員会を設置

して、教育活動等に関して自己点検評価の実施方法に係る基本方針を定めている。 

 

○ 課題・改善策 

① 法令遵守の必要性が高まっていることから教職員の法令に関する理解をさらに深め、

コンプライアンス意識を向上させていく。また個人情報の取り扱いは重要性を増し

ており、セキュリティ面を含めた強化を引き続き行っていく必要がある。 


